
 

第 75 回伊達市災害対策本部会議 

平成 23 年 6 月 13 日（月） 

10 時 00 分～ 

保原庁舎 2 階応接室 

 

 

1 放射線関係 

（1）概要報告 

   ・6/10（金） 小国地区説明会 

 

 

   ・6/12（日） 霊山地区説明会（勉強会） 

 

 

（2）環境放射線モニタリング詳細調査について 

   ・6/11～12 石田、小国、相葭地区 実施済み 

 

   ・6/13～14 文科省・伊達市合同調査 

 

 

(3) 子どもの放射能対策について（教育部・子ども部） 

 

 

2 避難者（所）関係 

・避難者受入・運営状況（健康福祉部） 

 

 

 

3 その他（別紙参照） 

・環境放射線測定結果 

・第 151～154 回福島県災害対策本部会議の概要 

 

 

 

 

次回 ・17 日（金） 9：30～ 



 

第 75 回本部会議の内容について（概要） 

 

1 実施日時等 

平成 23 年 6 月 13 日（月） 10：00～10：55 

 

2 内容 

(1) 放射線関係 

   ①概要報告 

    ・6/10（金）小国地区説明会 

霊山総合支所長が口頭により説明した。 

  行政区長、班長、区民会役員に集まってもらい市の考え方を説明した。計画的避難区域の 

指定ではなく、石田宝司沢地区のような計画的避難区域に準じた対応をして欲しいという 

意見があった。 

    （市長より） 

     計画的避難区域に準じた対応の方がいいという意見であったが、ある方は全員の意見を聞く 

     べきだと。アンケートをやってほしいと。仮に適用になるとすれば、意向確認のアンケート 

     を送付し個別の相談に応じていくようになるのではないか。一人ひとりの問題になるのだか 

     らやむをえない。今の状態は、特定の地点が 20 ミリシーベルトを超えているという国の発 

表である。どの地域かということを、11 日・12 日の調査で測定している。その結果を持っ 

     て、国の方で、ある範囲について 20 ミリシーベルトを超えるかどうかの判断を示してくる 

     のではないか。それによって計画的避難区域になるのか、または準じた区域としての対応で 

了とするのか示されるのではないか。それによって具体的な取組みが始まる。 

    ・6/12（日）霊山地区説明会（勉強会） 

     霊山総合支所長が口頭により説明した。 

     ＮＨＫ発表によると、800 人の参加であった。 

     主なものとして、通学の際に放射能の影響を受けないよう対応をとってほしい。自宅周辺 

     の農地等の測定を行いマップを作成してほしい。避難区域になったとしても臨機応変な対 

     応がとれるようにしてほしい。というものでした。 

    （市民生活部長より） 

     昨日は午後 2 時から質疑応答を含め 3 時間かかった。こどもの健康問題に関心が高く、保護 

     者の方の心配が強く出された。町内会単位での放射線のマップ作りの意見も出されたので、 

     総合支所で貸し出しする際に、地図に落としてみてはどうか勧めてほしい。 

     法的な規制を受ける区域の指定よりは、選択権があるものとしてほしい。指定を受けなけれ 

     ば支援を受けられないといった不安を持っているようだ。 

     昨日は勉強会だったので、今後、国から方針が示されれば説明会が必要になってくるのでは 

     ないか。 

    （市長より） 

     今の説明の中で、石田宝司沢のようにしたいのか、それとも指定を受けたいのか。 

    （市民生活部長より） 

     質問している方も、支援はしてほしいけれど、区域指定はしてほしくないと。小国の説明会 



 

     と同じ方向性だと思う。国の説明でも今はきちんと説明できない段階である。準じた地域も 

     支援可能かどうか明言できないところである。われわれは要望しているところだが。 

    （市長より） 

     国が指定しないものをやるという以上は国に要求はできないが、原因者負担からいえば東電 

     に請求するのは問題ないと考えている。 

 

  ②環境放射線モニタリング詳細調査について 

   ・6/11～12 石田、小国、相葭地区  実施済み 

    市民生活部長が口頭により説明した。 

   ・6/13～14 文科省・伊達市合同調査 

    市民生活部長が口頭により説明した。 

    11・12 日で詳細調査は実施したが、今後の方針判断の材料とするために文科省の方で、調査 

    が適正かどうか測定ポイント等を確認しながら実施している。 

 

  ③子どもの放射線対策について（教育部・こども部） 

   教育部長が資料により説明した。 

   保護者の方は、表土除去・エアコン設置・校舎除染等の日程が示されていないことへのいらだち 

   があった。日程を明らかにして説明してほしいと。 

   意見については、関係各部のほうへ話していきたい。 

  （市長より） 

   地産地消を見直してほしいということは、とんでもないことだ。だから風評被害が起こる。福島 

   県民が福島県を信用できないというのは、他県に対して信用してほしいと言えた義理ではない。 

   安全なものを出しているのだから、地産地消が問題あるわけではない。 

   いろんな場面で行き過ぎを是正していかないと過敏なほうへ行ってしまう。我々も冷静に受け止 

   めて、方向性を誤らないようにしていかないといけない。 

  

 (2)避難者（所）関係 

   ・避難者受入・運営状況（健康福祉部） 

    健康福祉部長が資料により説明した。 

    6/12 に梁川体育館から 6 名が移動した。 

   （市長より） 

    梁川でボランティアでやってもらっている国際貢献大学の先生が来て、2 箇所でやっているこ 

    とはないのではないかと。体育館では広すぎるし掃除なども大変のようだ。伊達ふれあいセン 

    ターにまとめたいということだった。先生の話では今月中には目処をつけたいようだ。 

   （健康福祉部長より） 

    今月末には日赤から家電 6 点セットが届くので、帰る人や仮設住宅に入る人等がはっきりする 

    ので、残った人をふれあいセンターの方へ移動させたい。 

   （産業部長より） 

    先週、雇用促進住宅の申し込みを締め切ったが、梁川避難所の２世帯７人のみの希望だった。 

   （市長より） 



 

    雇用促進住宅はまだ部屋は残っているのか。 

    残っているのであれば、新たな避難が出てくる時に使いたい。 

   （産業部長より） 

    20 戸空いている。市の方で自由に使っていいと言われている。 

   （建設部長より） 

    市営住宅は 20 戸空いている。 

   （県：石川さんより） 

    応急仮設住宅には飯舘村の避難者が入居するので空きはないが、県で借り上げているアパート 

    については、伊達市から要望があれば確保する。 

 

（3）その他 

・環境放射線測定結果 

市民生活部長が資料により説明した。 

   ・第 151～154 回福島県災害対策本部会議の概要 

市民生活部長が資料により説明した。 

 

   （市長より） 

    今後の農業土壌調査の進め方、雇用就労、営農支援等まとまったものが、153 回県災害対策 

本部会議資料としてきている。 

被害に対する補償問題は、ＪＡを通して出荷している場合にはＪＡが窓口となり、ＪＡを通し 

ていない場合は農業振興協議会で行う。ＪＡのデスクを借りて専門の職員を配置し、ＪＡと一

本化して請求する。茨城県はすでに請求し仮払いの支払いを受けている。福島県もなるべく早

くやりたいという話がある。 

商業関係では、制度の貸付資金を活用してもらい、なるべく早く仮払いが行えるようにしたい。 

問題はその時の請求額の根拠を作るのは容易ではない。 

風評被害は大きくなる可能性はある。とにかく除染についてなんらかの取組みを早急にして、 

伊達市は除染に努力しているから放射能被害はなくなりつつあるというふうな印象を持って 

もらえるようにしていかなければならない。放射線の汚染地域であることは否定しようがない 

事実なのだから、その中で管理がきちんとされているから大丈夫であるということが大事なん 

だと思う。 

あまり過敏になると助長することにもなるから、どこかで是正しなければならない。 

   （産業部長より） 

    ＪＡ伊達みらい管内で、第１回目の請求額が今日中に集計でき、明日には請求できるようだ。 

    

   （健康福祉部長より） 

    第１回目の義援金として 54 件（全壊・半壊対象）6/10 付けで各家庭に配った。第 2 回目につ 

    いては 6/30 を予定している。 

    6/9 の災対本部でお知らせした公益社団法人日本放射線技術学会主催の放射線の市民講座で伊 

    達市の分として 10 名確保した。 

 



 

   （月舘総合支所長より） 

    自家消費の分も対象になるのか、土壌調査はやってもらえるのかという要望もあり、その結果 

    により判断できるのではないかという話もある。 

   （市長より） 

    自家消費の分でも、明らかに食べられないということが分かり、新たに買って食べたという客 

    観的な証明が出来るのであれば補償対象になると思う。秋に実ったときに、出荷停止・自粛と 

    なれば自家消費分も客観的にはそういうふうになるのではないか。 

   （建設部長より） 

    6/10（金）、がれき等に関する会議があったようだが内容は。 

   （環境防災課長より） 

    担当者会議が開催されたが、6/19 の専門委員会で示されるということで、会議では結論はなか 

    った。 

   （市民生活部長より） 

    浜通りのがれきの処分がメインのものだった。専用の処分施設により対応可能となるようだ。 

    

   （広報広聴係長より） 

    次回の災害対策号の原稿について口頭により説明した。 

   （市民生活部長より） 

    小国地区等で行った説明会の経過についても掲載したほうがいいのではないか。 

   （市長より） 

    会議の模様ではなく、今後の方針をきちんと伝えるようにしないといけない。説明会に出た人 

    だけが分かっていたのでは駄目だ。いつの段階でホットスポットに対する見解を示せるか。 

    霊山総合支所長には、関係者で体制づくり（住宅の支援、家電 6 点セット等）の準備をお願い 

    したい。 

   （建設部長より） 

    家電 6 点セットはいつ入るのか。 

   （総務課長より） 

    日程について確認する。 

 

   （市長より） 

     災害対策号には、放射能を正しく恐れることが基本で必要なことを書かなくてはいけない。 

我々には常識でも知らない人がいるかもしれない。風評被害を払拭するための啓蒙活動をし 

なければならない。放射能の正しい知識について、シリーズとして広報に掲載してはどうか。 

 

   《次回本部会議》 

    平成 23 年 6 月 17 日（金） 9：30  本庁舎 2 階 応接室において 

 

 

文責 環境防災課 主査 齋藤 孝幸 


